｢共済年金職域部分と退職給付の見直しに係る要求書｣を提出－4月17日
－園田大臣政務官は、「皆さんとの信頼関係をもって向き合っていきたい」と回答－


※この交渉情報は、単組のホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、組合内部の意思統一用に止めてください。


公務労協は4月17日９時20分から、園田内閣府大臣政務官に対し、「共済年金職域部分と退職給付の見直しに係る要求書」（別紙１）を提出する交渉を行った。
この交渉は、４月13日に一元化法案を閣議決定するとともに、岡田副総理が「共済職域部分と退職給付に関する有識者会議」を設置し、具体的な措置を講じていく考えであることを表明したことに対して行ったもの。

交渉には、吉澤公務労協事務局長をはじめ各構成組織の書記長らが参加し、第一に、共済年金制度及び退職手当は、公務員労働者にとって重大な勤務条件であり、その見直しに当たっては、公務労協と十分な交渉・協議を行い、合意に基づいて進めること、第二に、人事院の調査結果に基づく官民較差については、共済年金職域部分廃止後の新たな年金部分及び退職手当の見直しと合わせて、官民均衡を図ること、などを要求した。
　交渉の概要は次のとおり。なお、岡田副総理の有識者会議関係記者会見資料は別紙２の通りである。

冒頭、吉澤事務局長は「有識者会議の設置及び前提となる被用者年金の一元化法案について様々な問題があり、遺憾と言わざるをえない」と述べた上で、次の通り問題点を指摘した。
（1）被用者年金一元化法案に関して、当事者に対する十分な説明と合意形成が省略されたこと。社会保険制度は、理事者と被用者側がしっかりと向き合いながら合意形成を図っていくべきである。それにもかかわらず、今回の一元化法案は平成19年法案と同じという結論ありきで、十分な協議がなされていない。
（2）職域部分の廃止の問題については、既裁定者については支給継続とはされているものの、過去分についてはどうするのか不明であり、賦課方式のもと、法案の不備を指摘する。
（3）退職給付は勤務条件であり、その見直しについては、常に政府とわれわれの間で議論しながら進めてきたという経緯がある（今回設置される有識者会議における結論ありきで進めることは許されない）。
（4）なぜ、共済年金と退職給付の問題を公務員事務局が扱うのか。出口を考えたとき、誰が責任ある使用者としてわれわれと向き合うのか。
（5）関連四法案の扱いはどうなっているのか。今日なお審議も行われていない。

これに対し、園田大臣政務官は「今までも皆さんと合意形成を図っていくことに努めてきた。また、今後も真摯に向き合って話合いを積み重ねていきたいと思っている。しかし、皆さんが一方的に進めているとの印象をもたれたことについてはお詫び申し上げたい。岡田副総理からも今まで以上により丁寧に皆さんと向き合うよう指示されているし、私自身もそう感じているので、丁寧な対応に努めたい」と述べたうえで、以下の通り回答した。
（1）一元化法案については、議論の経過についてつぶさに承知していないが、途中で皆さんに説明しなければいけなかったと思っている。一元化の議論では、いろいろな立場の関係者から話を聞く必要があり、今後は話合いの場をつくっていきたい。
（2）職域部分の過去分の取扱いについては、経緯も含めて内部で確認する。したがって今日は回答は留保させていただき、次回としたい。
（3）「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議」については、今の段階で結論ありきというものではない。副総理も関係者の皆さんの意見を踏まえ、慎重に結論を出していくと申しており、だからこそ有識者会議を設置し、様々な立場からの話をもとに結論を出していきたい。
（4）共済と退職給付の所管の問題については、本来は制度を所掌している関係府省が担う問題ではあるが、公務員全体の課題として考えていくべきとすれば、公務員事務局が担い、関係府省と協力しながら進めていくこととした。
（5）関連四法案の取扱いは、国会の現実的な状況からすれば確かに動いていないが、党側と密に連携をとっている。また、政務三役で、野党にも理解を得るべく審議入りに向けた環境整備を総動員で進めており、今国会で審議入りをめざし努めているところだ。全力、死力を尽くすことを約束する。

これを受けて、吉澤事務局長は、この間、給与削減法案や行革実行法案については十分話し合ってきた経緯についてふれたうえで、「被用者年金一元化法案は丁寧な対応が全くなく、職域部分についてはポピュリズム的に捉えられており、当事者の合意形成が完全に欠如している」とさらに強く訴え、以下の２点について質した。
（1）われわれとの交渉・協議、合意に基づき結論を出してもらわなければならない。
（2）人事院の退職給付調査で400万円余の官民較差があると明らかにされたが、有識者会議でこれを検証し直すということであれば問題である。なお、基本権制約のもとでの勤務条件に関する問題であることのみならず、そもそも人事院の調査は総務省と財務省が依頼して行ったものであり、政府の側で再度検証するということがあってはならない。

園田大臣政務官は、「皆さんの要望・要求についてはしっかりと承った。皆さん方との信頼関係をもってしっかりと向き合っていきたい」と答えた。

最後に、吉澤事務局長は「引き続き真摯な対応をよろしくお願いしたい」と要請し、交渉を終えた。

（次ページに続く）
（別紙１） 

２０１２年４月１７日


副総理大臣
　岡　田　克　也　様
公務公共サービス労働組合協議会
議　長　　中　村　　讓
共済年金職域部分と退職給付の見直しに係る要求書


　日頃の国政全般に対するご尽力、とりわけ公務員制度改革に係るご努力に、心より敬意を表します。
　さて、２月17日に閣議決定された「社会保障・税一体改革大綱について」において、共済年金制度の職域部分廃止と新たな年金の検討に言及されるとともに、３月７日に人事院が政府に提出した「民間の企業年金及び退職金の実態調査の結果並びに当該調査の結果に係る本院の見解について」において、402.6万円の較差を埋める必要があること等の見解が示されたところです。
　これらを踏まえ、今後、貴職の下に、「共済職域部分と退職給付に関する有識者会議」を設置して考え方を整理した上で、具体的な措置を講じていく旨の考えが、13日に貴職から表明されました。
　共済年金制度及び退職手当は、公務員労働者にとって重大な勤務条件であり、その見直しに当たっては、労働組合と十分な交渉・協議を行い、合意に基づいて進めることが基本でなければなりません。しかるに、副総理の意向表明以前において、当事者である公務労協に対し何の説明もなかったことは遺憾であると言わざるを得ません。
　加えて、政府が自律的労使関係制度を先取って行った国家公務員の給与削減交渉の合意に基づく給与改定臨時特例法案が成立し、施行されているにもかかわらず、国家公務員制度改革関連四法案は審議入りさえしていないのが現状です。まずは、政府の責任において、四法案を成立させ、自律的労使関係制度を速やかに確立することを強く求めるものです。
　人事院の調査結果に基づいた較差を埋めることになれば、給与引下げに加えて公務員労働者の生活に深刻な影響を与えることになります。
　つきましては、貴職におかれましては、共済年金職域部分と退職給付の見直しに当たって、以下の事項を実現することを強く求めるものです。
記

１．共済年金制度及び退職手当は、公務員労働者にとって重大な勤務条件であり、その見直しに当たっては、公務労協と十分な交渉・協議を行い、合意に基づいて進めること。

２．人事院の調査結果に基づく官民較差については、共済年金職域部分廃止後の新たな年金部分及び退職手当の見直しと合わせて、官民均衡を図ること。
以　上
（次ページに続く）


（別紙２） 



共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議について


１ 趣旨
国家公務員等の共済年金職域部分と退職給付の在り方について検討するため、「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議」（以下「有識者会議」という。）を副総理の下に開催する。

２ 委員
①有識者会議は、別紙に掲げる委員により構成する。
②有識者会議の座長は、互選により決定する。 

注：副総理及び関係府省の担当政務は、公務の都合がつく限り出席する。


３ 有識者会議内容の取扱い
有識者会議の資料、議事概要及び議事録は、原則公表し、会議終了後に座長が会見を行う。

４ 有識者会議の運営体制
有識者会議の庶務は、国家公務員制度改革推進本部事務局が、総務省、
財務省、文部科学省、厚生労働省、内閣官房社会保障改革担当室及び行政改革実行本部事務局の協力を得て、担当するものとする。
共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議 委員名簿



久保田政一 　日本経済団体連合会専務理事

権丈 英子 　 亜細亜大学経済学部教授

佐藤 博樹 東京大学大学院情報学環教授

菅家 功 日本労働組合総連合会副事務局長

関 ふ佐子 横浜国立大学大学院国際社会科学研究科准教授

田北 浩章 東洋経済新報社取締役・編集局長

藤村 博之 法政大学専門職大学院ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科教授

保高 芳昭 読売新聞東京本社論説委員

森田 朗 学習院大学法学部教授

山崎 泰彦 神奈川県立保健福祉大学名誉教授

※ 敬称略、五十音順


以上

